
JP 5803216 B2 2015.11.4

10

20

(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　地図を表示処理する情報処理装置であって、
　予め設定された複数の場所の夫々の設定場所に対応づけて固有情報を記憶する記憶手段
と、
　前記複数の設定場所の内で、表示対象となる地図内に含まれる設定場所に対応付けられ
た固有情報を前記記憶手段から取得し、その固有情報を前記地図と共に表示するよう制御
する表示制御手段と、
　前記表示制御手段で表示された前記地図の縮尺倍率を任意に変更指示する指示手段と、
　前記指示手段で前記地図の縮尺倍率の変更が指示された際は、その地図の縮尺倍率を変
更することで表示対象範囲を変更すると共に、その変更された地図内に含まれる複数の設
定場所における固有情報を前記縮尺倍率に対応したグループで集約し、その集約された集
約情報を、前記各設定場所における固有情報の表示に代わって、前記表示対象範囲の変更
された前記地図と共に表示するよう変更表示する変更表示手段と、
　を具備したことを特徴とする情報処理装置。
【請求項２】
　前記表示制御手段は、前記地図内に含まれる複数の設定場所における複数の固有情報を
、前記地図と共に表示し、
　前記変更表示手段は、前記地図内に含まれる複数の設定場所における複数の固有情報を
、その縮尺倍率に対応したグループとして集約する、
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　ことを特徴とする請求項１に記載の情報処理装置。
【請求項３】
　前記表示制御手段は、前記地図内に含まれる設定場所に対応付けられた固有情報を、そ
の設定場所に該当する前記地図上の位置に対応づけて表示し、
　前記変更表示手段は、前記集約情報を、前記指示手段で表示対象範囲の変更された前記
地図上における前記グループに対応する場所に該当する位置に対応づけて表示するよう制
御する、
　ことを特徴とする請求項１又は２に記載の情報処理装置。
【請求項４】
　前記変更表示手段は、前記複数の設定場所における固有情報を前記縮尺倍率に対応した
複数のグループに集約し、その各グループ毎に集約された集約情報を、前記地図上におけ
る前記各グループに対応する場所に該当する各位置に対応付けて表示するよう制御する、
　ことを特徴とする請求項１～３の何れかに記載の情報処理装置。
【請求項５】
　地図を表示処理する情報処理装置であって、
　予め設定された複数の場所の夫々の設定場所に対応づけて固有情報を記憶する記憶手段
と、
　前記複数の設定場所の内で、表示対象となる地図内に含まれる設定場所に対応付けられ
た固有情報を前記記憶手段から取得し、その固有情報を前記地図と共に表示するよう制御
する表示制御手段と、
　前記表示制御手段で表示された前記地図の縮尺倍率を任意に変更指示する指示手段と、
　前記指示手段で前記地図の縮尺倍率が変更指示された際は、その縮尺倍率に応じて前記
地図の表示対象範囲を変更して前記地図を縮小表示あるいは拡大表示するよう変更表示す
ると共に、前記縮尺倍率の拡大表示への指示が、前記表示対象範囲の地図内に含まれる１
つの設定場所が特定された状態で行われた場合には、前記地図の拡大表示を行うのではな
く、前記特定された設定場所における固有情報に関連する関連情報を、前記地図表示に代
わって表示するよう変更表示する変更表示手段と、
　を具備したことを特徴とする情報処理装置。
【請求項６】
　前記変更表示手段は、前記地図内に含まれる１つの設定場所を表示画面の中心位置に位
置するようにスクロール表示させた特定状態、あるいは前記地図内に含まれる１つの設定
場所を基準点として設定した特定状態で、前記縮尺倍率の拡大表示への指示が行われた場
合に、前記関連情報を前記地図表示に代わって表示するよう変更表示する、
　ことを特徴とする請求項５に記載の情報処理装置。
【請求項７】
　前記表示制御手段は、前記地図内に含まれる設定場所に対応付けられた固有情報を、そ
の場所に該当する前記地図上の位置に対応づけて表示する、
　ことを特徴とする請求項５又は６に記載の情報処理装置。
【請求項８】
　前記記憶手段は、前記複数の場所の夫々の場所に存在する組織内における人材に関する
人事情報であって複数人の人材の夫々の人材情報を集約した情報を、前記固有情報として
記憶する、
　ことを特徴とする請求項１～７の何れかに記載の情報処理装置。
【請求項９】
　地図を表示処理する情報処理装置であって、
　予め設定された複数の場所の夫々の設定場所に対応づけて固有情報を記憶する記憶手段
と、
　前記地図の縮尺倍率を任意に指示する指示手段と、
　前記複数の設定場所の内で、前記指示手段で指示された縮尺倍率で表示された表示対象
範囲の地図内に含まれる複数の設定場所を特定してその各設定場所に対応付けられた複数
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の固有情報を前記記憶手段から取得し、その取得した複数の固有情報をその表示される地
図内における複数の領域毎にグループ分けして集約し、その各グループ毎に集約された集
約情報をその各グループに対応する前記地図上の各領域に対応づけて前記指示手段で指示
された縮尺倍率の地図と共に表示するように制御する表示制御手段と、
　を具備したことを特徴とする情報処理装置。
【請求項１０】
　地図を表示処理する情報処理装置のコンピュータを制御するためのプログラムであって
、
　前記コンピュータを、
　予め設定された複数の場所の夫々の設定場所に対応づけて固有情報を記憶する記憶手段
、
　前記複数の設定場所の内で、表示対象となる地図内に含まれる設定場所に対応付けられ
た固有情報を前記記憶手段から取得し、その固有情報を前記地図と共に表示するよう制御
する表示制御手段、
　前記表示制御手段で表示された前記地図の縮尺倍率を任意に変更指示する指示手段、
　前記指示手段で前記地図の縮尺倍率の変更が指示された際は、その地図の縮尺倍率を変
更することで表示対象範囲を変更すると共に、その変更された地図内に含まれる複数の設
定場所における固有情報を前記縮尺倍率に対応したグループで集約し、その集約された集
約情報を、前記各設定場所における固有情報の表示に代わって、前記表示対象範囲の変更
された前記地図と共に表示するよう変更表示する変更表示手段、
　として機能させるようにしたコンピュータ読み取り可能なプログラム。
【請求項１１】
　地図を表示処理する情報処理装置のコンピュータを制御するためのプログラムであって
、
　前記コンピュータを、
　予め設定された複数の場所の夫々の設定場所に対応づけて固有情報を記憶する記憶手段
、
　前記複数の設定場所の内で、表示対象となる地図内に含まれる設定場所に対応付けられ
た固有情報を前記記憶手段から取得し、その固有情報を前記地図と共に表示するよう制御
する表示制御手段、
　前記表示制御手段で表示された前記地図の縮尺倍率を任意に変更指示する指示手段、
　前記指示手段で前記地図の縮尺倍率が変更指示された際は、その縮尺倍率に応じて前記
地図の表示対象範囲を変更して前記地図を縮小表示あるいは拡大表示するよう変更表示す
ると共に、前記縮尺倍率の拡大表示への指示が、前記表示対象範囲の地図内に含まれる1
つの設定場所が特定された状態で行われた場合には、前記地図の拡大表示を行うのではな
く、前記特定された設定場所における固有情報に関連づけられた関連情報を、前記地図表
示に代わって表示するよう変更表示する変更表示手段、
　として機能させるようにしたコンピュータ読み取り可能なプログラム。
【請求項１２】
　地図を表示処理する情報処理装置のコンピュータを制御するためのプログラムであって
、
　前記コンピュータを、
　め設定された複数の場所の夫々の設定場所に対応づけて固有情報を記憶する記憶手段、
　前記地図の縮尺倍率を任意に指示する指示手段、
　前記複数の設定場所の内で、前記指示手段で指示された縮尺倍率で表示された表示対象
範囲の地図内に含まれる複数の設定場所を特定してその各設定場所に対応付けられた複数
の固有情報を前記記憶手段から取得し、その取得した複数の固有情報をその表示される地
図内における複数の領域毎にグループ分けして集約し、その各グループ毎に集約された集
約情報をその各グループに対応する前記地図上の各領域に対応づけて前記指示手段で指示
された縮尺倍率の地図と共に表示するように制御する表示制御手段、
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　として機能させるようにしたコンピュータ読み取り可能なプログラム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、情報処理装置及びプログラムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来より、例えば、社員の能力等を数値化した人事情報（属性情報）を表示する技術が
ある（特許文献１）。この特許文献１に記載の技術では、属性情報を視覚的に容易に把握
しやすいように表示するために、数値をそのまま表示せずに、表やグラフ等の視覚的に認
識しやすいものに変更して表示させる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２００４－３５５１６７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかしながら、上述した特許文献１に記載の技術では、所定の母体数で集計された数値
の表やグラフ等が表示されるために、表示される人事情報の母体数が視覚的に把握しにく
いこと、そして、母体数を変化させた場合の変化を視覚的に認識しづらいものであった。
　そこで、本発明は、このような状況に鑑みてなされたものであり、設定場所に対応付け
られた固有情報を視覚的に把握しやすく、かつ、その固有情報を多視点で認識することを
目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　請求項１は、地図を表示処理する情報処理装置であって、予め設定された複数の場所の
夫々の設定場所に対応づけて固有情報を記憶する記憶手段と、前記複数の設定場所の内で
、表示対象となる地図内に含まれる設定場所に対応付けられた固有情報を前記記憶手段か
ら取得し、その固有情報を前記地図と共に表示するよう制御する表示制御手段と、前記表
示制御手段で表示された前記地図の縮尺倍率を任意に変更指示する指示手段と、前記指示
手段で前記地図の縮尺倍率の変更が指示された際は、その地図の縮尺倍率を変更すること
で表示対象範囲を変更すると共に、その変更された地図内に含まれる複数の設定場所にお
ける固有情報を前記縮尺倍率に対応したグループで集約し、その集約された集約情報を、
前記各設定場所における固有情報の表示に代わって、前記表示対象範囲の変更された前記
地図と共に表示するよう変更表示する変更表示手段と、を具備したことを特徴とする。
　請求項５は、地図を表示処理する情報処理装置であって、予め設定された複数の場所の
夫々の設定場所に対応づけて固有情報を記憶する記憶手段と、前記複数の設定場所の内で
、表示対象となる地図内に含まれる設定場所に対応付けられた固有情報を前記記憶手段か
ら取得し、その固有情報を前記地図と共に表示するよう制御する表示制御手段と、前記表
示制御手段で表示された前記地図の縮尺倍率を任意に変更指示する指示手段と、前記指示
手段で前記地図の縮尺倍率が変更指示された際は、その縮尺倍率に応じて前記地図の表示
対象範囲を変更して前記地図を縮小表示あるいは拡大表示するよう変更表示すると共に、
前記縮尺倍率の拡大表示への指示が、前記表示対象範囲の地図内に含まれる1つの設定場
所が特定された状態で行われた場合には、前記地図の拡大表示を行うのではなく、前記特
定された設定場所における固有情報に関連づけられた関連情報を、前記地図表示に代わっ
て表示するよう変更表示する変更表示手段と、を具備したことを特徴とする。
　請求項９は、地図を表示処理する情報処理装置であって、予め設定された複数の場所の
夫々の設定場所に対応づけて固有情報を記憶する記憶手段と、前記地図の縮尺倍率を任意
に指示する指示手段と、前記複数の設定場所の内で、前記指示手段で指示された縮尺倍率



(5) JP 5803216 B2 2015.11.4

10

20

30

40

50

で表示された表示対象範囲の地図内に含まれる複数の設定場所を特定してその各設定場所
に対応付けられた複数の固有情報を前記記憶手段から取得し、その取得した複数の固有情
報をその表示される地図内における複数の領域毎にグループ分けして集約し、その各グル
ープ毎に集約された集約情報をその各グループに対応する前記地図上の各領域に対応づけ
て前記指示手段で指示された縮尺倍率の地図と共に表示するように制御する表示制御手段
と、を具備したことを特徴とする情報処理装置。
【発明の効果】
【０００６】
　本発明によれば、設定場所に対応付けられた固有情報を視覚的に把握しやすく、かつ、
その固有情報を多視点で認識することができる。
 
【図面の簡単な説明】
【０００７】
【図１】本発明に係る情報処理システムの一実施形態の人事情報表示システムの構成を示
す図である。
【図２】本実施形態に係る人事情報表示装置のハードウェアの構成を示すブロック図であ
る。
【図３】本実施形態に係る人事情報サーバのハードウェアの構成を示すブロック図である
。
【図４】本実施形態に係る地図情報サーバのハードウェアの構成を示すブロック図である
。
【図５】このような人事情報表示システムの機能的構成のうち、選択画面表示処理を実行
するための機能的構成を示す機能ブロック図である。
【図６】第１出力部に表示される事業所の選択画面の一例を示している。
【図７】第１出力部に表示される表示情報の選択画面の一例を示している。
【図８】図１の人事情報表示システムの機能的構成のうち、人事情報表示処理を実行する
ための機能的構成を示す機能ブロック図である。
【図９】第２記憶部に記憶される人事情報データのデータ構造の一例を示す模式図である
。
【図１０】合成地図情報の表示の一例を示す模式図である。
【図１１】図１０の表示倍率の合成地図情報を縮小した場合における合成地図情報の表示
の一例を示す模式図である。
【図１２】所定の営業所に関する組織図が示される合成地図情報の表示の一例を示す模式
図である。
【図１３】図１０の表示倍率の合成地図情報を拡大した場合であって、図１２と同一倍率
における合成地図情報の表示の例であって、図１２とは異なる例を示す模式図である。
【図１４】図１２又は図１３の表示倍率の合成地図情報を拡大した場合における合成地図
情報の表示の一例を示す模式図である。
【図１５】第１出力部に表示される選択表示画面の一例を示している。
【図１６】第１出力部に表示される合成地図情報の他の表示の一例を示している。
【図１７】図１の人事情報表示システムＳにより実行される人事情報表示処理の流れを示
すフローチャートである。
【発明を実施するための形態】
【０００８】
　以下、図面を参照しながら本発明の実施形態について説明する。
【０００９】
　図１は、本発明に係る情報処理システムの一実施形態の人事情報表示システムＳの構成
を示す図である。
　本実施形態に係る人事情報表示システムＳは、地図情報上に、事前に収集した人材の能
力等の人事に係る情報を数値化したデータ（以下、「人事情報」という）を重畳して表示
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するシステムである。
　ここで、地図情報とは、実３次元空間を２次元に射影したいわゆる地図の情報のみなら
ず、所定の２次元平面に存在する対象について基準点からの相対的な位置座標を定義可能
な情報を含む広義の概念である。なお、後者の情報の具体例については後述する。
　人事情報表示システムＳは、地図情報にリンクさせて、人事情報を重畳表示することに
より、当該地図情報の拡大や縮小操作に合わせて、人事情報の表示内容も変更することが
できる。このため、当該表示を閲覧するユーザは、人事情報の母体を把握しやすいと共に
、シームレスに人事情報を把握することができる。
【００１０】
　図１に示すように、本実施形態に係る人事情報表示システムＳにおいては、人事情報表
示装置１と、人事情報サーバ２と、地図情報サーバ３と、が所定のネットワーク４により
相互に接続されている。
【００１１】
　人事情報表示装置１は、合成地図情報を表示する装置である。
　ここで、合成地図情報とは、地図情報に対して、人事情報が重畳的に合成された情報を
いう。ただし、合成されるタイミングは、遅くとも表示時点までで足り、特に限定されな
い。即ち、記憶時点では、地図情報と人事情報とは別々のファイルに保存されていてもよ
く、この場合、表示の時点で、所定の地図情報に対して、所定の人事情報が重畳的に合成
される。
　人事情報サーバ２は、人事情報を保有し、当該人事情報を人事情報表示装置１や地図情
報サーバ３に提供するサーバである。
　地図情報サーバ３は、地図情報を保有し、当該地図情報を人事情報表示装置１や地図情
報サーバ３に提供するサーバである。
【００１２】
　以下、このような人事情報表示システムＳの各構成要素、即ち、人事情報表示装置１、
人事情報サーバ２、及び地図情報サーバ３について、それぞれの構成について個別に説明
する。
【００１３】
　図２は、本実施形態に係る人事情報表示装置１のハードウェアの構成を示すブロック図
である。
【００１４】
　人事情報表示装置１は、第１ＣＰＵ（Ｃｅｎｔｒａｌ　Ｐｒｏｃｅｓｓｉｎｇ　Ｕｎｉ
ｔ）１１と、第１ＲＯＭ（Ｒｅａｄ　Ｏｎｌｙ　Ｍｅｍｏｒｙ）１２と、第１ＲＡＭ（Ｒ
ａｎｄｏｍ　Ａｃｃｅｓｓ　Ｍｅｍｏｒｙ）１３と、第１バス１４と、第１入出力インタ
ーフェース１５と、第１入力部１６と、第１出力部１７と、第１記憶部１８と、第１通信
部１９と、第１ドライブ２０と、を備えている。
【００１５】
　第１ＣＰＵ１１は、第１ＲＯＭ１２に記録されているプログラム、又は、第１記憶部１
８から第１ＲＡＭ１３にロードされたプログラムに従って各種の処理を実行する。
【００１６】
　第１ＲＡＭ１３には、第１ＣＰＵ１１が各種の処理を実行する上において必要なデータ
等も適宜記憶される。
【００１７】
　第１ＣＰＵ１１、第１ＲＯＭ１２及び第１ＲＡＭ１３は、第１バス１４を介して相互に
接続されている。この第１バス１４にはまた、第１入出力インターフェース１５も接続さ
れている。第１入出力インターフェース１５には、第１入力部１６、第１出力部１７、第
１記憶部１８、第１通信部１９、及び第１ドライブ２０が接続されている。
【００１８】
　第１入力部１６は、マウスやキーボード等の入力デバイスにより構成され、ユーザの操
作に応じて各種情報を入力したり、各種の選択をしたりする。
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　第１出力部１７は、ディスプレイやスピーカ等で構成され、画像や音声を出力する。
　第１記憶部１８は、ハードディスク或いはＤＲＡＭ（Ｄｙｎａｍｉｃ　Ｒａｎｄｏｍ　
Ａｃｃｅｓｓ　Ｍｅｍｏｒｙ）等で構成され、各種情報や画像のデータを記憶する。
　第１通信部１９は、ネットワーク４を介して人事情報サーバ２や地図情報サーバ３との
間で通信を行う。
【００１９】
　第１ドライブ２０には、磁気ディスク、光ディスク、光磁気ディスク、或いは半導体メ
モリ等よりなる、第１リムーバブルメディア３１が適宜装着される。第１ドライブ２０に
よって第１リムーバブルメディア３１から読み出されたプログラムは、必要に応じて第１
記憶部１８にインストールされる。また、第１リムーバブルメディア３１は、第１記憶部
１８に記憶されている画像のデータ等の各種データも、第１記憶部１８と同様に記憶する
ことができる。
【００２０】
　図３は、本実施形態に係る人事情報サーバ２のハードウェアの構成を示すブロック図で
ある。
【００２１】
　人事情報サーバ２は、第２ＣＰＵ４１と、第２ＲＯＭ４２と、第２ＲＡＭ４３と、第２
バス４４と、第２入出力インターフェース４５と、第２入力部４６と、第２出力部４７と
、第２記憶部４８と、第２通信部４９と、第２ドライブ５０と、を備えている。
　第２ドライブ５０には、磁気ディスク、光ディスク、光磁気ディスク、或いは半導体メ
モリ等よりなる、第２リムーバブルメディア６１が適宜装着される。
　なお、人事情報サーバ２のハードウェアの構成は、本実施形態では、上述の図２の人事
情報表示装置１のハードウェアの構成と基本的に同様であるため、ここではその説明は省
略する。
【００２２】
　図４は、本実施形態に係る地図情報サーバ３のハードウェアの構成を示すブロック図で
ある。
【００２３】
　地図情報サーバ３は、第３ＣＰＵ７１と、第３ＲＯＭ７２と、第３ＲＡＭ７３と、第３
バス７４と、第３入出力インターフェース７５と、第３入力部７６と、第３出力部７７と
、第３記憶部７８と、第３通信部７９と、第３ドライブ８０と、を備えている。
　第３ドライブ８０には、磁気ディスク、光ディスク、光磁気ディスク、或いは半導体メ
モリ等よりなる、第３リムーバブルメディア９１が適宜装着される。
　なお、地図情報サーバ３のハードウェアの構成は、本実施形態では、上述の図２の人事
情報表示装置１のハードウェアの構成と基本的に同様であるため、ここではその説明は省
略する。
【００２４】
　図５は、このような人事情報表示システムＳの機能的構成のうち、選択画面表示処理を
実行するための機能的構成を示す機能ブロック図である。
　選択画面表示処理とは、後述する人事情報表示処理のうちの１つの処理であり、ユーザ
の第１入力部１６に対する指示操作に基づいて、合成地図情報に重畳表示させる人事情報
を選択し、当該人事情報の合成地図情報上に重畳させる位置を決定するための選択画面を
第１出力部１７表示させるまでの一連の処理である。
【００２５】
　選択画面表示処理の実行が制御される場合には、人事情報表示装置１の第１ＣＰＵ１１
においては、図５に示すように、入力操作検出部１１１と、第１通信制御部１１２と、デ
ータ取得部１１３と、出力制御部１１４と、が機能する。
【００２６】
　入力操作検出部１１１は、ユーザにより第１入力部１６に対して選択画面の表示操作が
なされた場合、その内容を検出する。
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　選択画面の表示操作とは、ユーザにより第１入力部１６に対して指示操作を行うことに
より選択画面を表示させる処理を開始させる操作である。
【００２７】
　第１通信制御部１１２は、入力操作検出部１１１により内容が検出された選択画面の表
示操作に基づいて、第１通信部１９を介して、人事情報サーバ２に選択画面のデータの提
供を要求する。すると、当該要求を受けた人事情報サーバ２は、選択画面のデータを送信
してくるので、第１通信制御部１１２は、当該選択画面のデータを受信する。
　データ取得部１１３は、第１通信部１９に受信された選択画面のデータを取得し、出力
制御部１１４に提供する。
　出力制御部１１４は、データ取得部１１３により取得された選択画面のデータを、第１
出力部１７から表示出力するように制御する。
【００２８】
　また、選択画面表示処理の実行が制御される場合には、人事情報サーバ２の第２ＣＰＵ
４１においては、図５に示すように、選択画面生成部１３１と、第２通信制御部１３２と
、が機能する。第２記憶部４８においては、選択画面のデータ又はその元になるデータが
記憶されている。
　選択画面生成部１３１は、人事情報表示装置１からの選択画面のデータの要求を受ける
と、第２記憶部４８に記憶されるデータに基づいて、選択画面のデータを生成し、第２通
信制御部１３２に供給する。
　第２通信制御部１３２は、選択画面生成部１３１により生成された選択画面のデータを
第２通信部４９を介して人事情報表示装置１に送信するような制御を行う。
【００２９】
　ここで、選択画面操作により第１出力部１７に表示される選択画面の具体例について図
６及び図７を用いて説明する。
　図６は、第１出力部１７に表示される事業所の選択画面の一例を示している。図７は、
第１出力部１７に表示される表示情報の選択画面の一例を示している。
　本実施形態においては、第１出力部１７において、図６に示すように、表示対象の事業
所の選択が可能な選択画面が表示される。ユーザは、第１入力部１６を用いて、第１出力
部１７に表示される事業所の選択画面のうち、表示対象として所望の事業所（詳細には、
「東京本社」、「埼玉事業所」、「大阪事業所」、「四国事業所」、「福岡事業所」のう
ちの１以上）に対応するラジオボタンを選択する操作をし、ソフトウェアボタン「ＯＫ」
を押下操作することで、表示対象の事業所が決定される。
　これにより、人事情報表示システムＳにおいては、表示対象として決定された事業所の
人事情報を重畳表示させる合成地図情報上の位置が確定される。
【００３０】
　また、本実施形態においては、図６の選択画面によって表示対象の事業者が決定される
と、次に、図７の選択画面が表示される。
　図７には、表示対象の人事情報の項目の選択画面が示されている。
　ユーザは、第１入力部１６を用いて、第１出力部１７に表示される人事情報の項目の選
択画面のうち、所望の分析項目（詳細には、「分析項目」を選択する。本実施形態におい
ては、選択可能な「分析項目」として、「変革志向」、「行動力」、「果敢性」、「ＴＯ
ＥＩＣ」、「やる気」、「健康」のうち１以上）に対応するチェックボックスを選択する
操作することで、表示対象の分析項目が決定されて、当該チェックボックス内部にチェッ
ク印が表示される。
【００３１】
　図８は、このような人事情報表示システムＳの機能的構成のうち、人事情報表示処理を
実行するための機能的構成を示す機能ブロック図である。
　合成地図情報表示処理は、後述する人事情報表示処理のうちの１つの処理であり、ユー
ザの第１入力部１６に対する指示操作に基づいて、選択された事業所を中心として合成地
図情報を第１出力部１７表示させ、その後、各種の操作に応じて、合成地図情報を第１出
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力部１７表示させるまでの一連の処理である。
【００３２】
　合成地図情報表示処理の実行が制御される場合には、人事情報表示装置１の第１ＣＰＵ
１１においては、図８に示すように、入力操作検出部１１１と、第１通信制御部１１２と
、データ取得部１１３と、出力制御部１１４と、が機能する。
【００３３】
　入力操作検出部１１１は、ユーザにより第１入力部１６に対して合成地図情報の表示操
作がなされた場合、その内容を検出する。
　合成地図情報の表示操作とは、ユーザにより第１入力部１６に対して指示操作を行うこ
とにより合成地図情報を表示させる処理を開始させる操作である。
【００３４】
　第１通信制御部１１２は、入力操作検出部１１１により内容が検出された合成地図情報
の表示操作に基づいて、第１通信部１９を介して、人事情報サーバ２に合成地図情報のデ
ータの提供を要求する。すると、当該要求を受けた人事情報サーバ２は、合成地図情報の
データを送信してくるので、第１通信制御部１１２は、当該選合成地図情報のデータを受
信する。
　データ取得部１１３は、第１通信部１９に受信された合成地図情報のデータを取得し、
出力制御部１１４に提供する。
　出力制御部１１４は、データ取得部１１３により取得された合成地図情報のデータを、
第１出力部１７から表示出力するように制御する。
【００３５】
　また、合成地図情報表示処理の実行が制御される場合には、人事情報サーバ２の第２Ｃ
ＰＵ４１においては、図８に示すように、人事情報抽出部１３３と、第２通信制御部１３
２と、が機能する。
【００３６】
　人事情報抽出部１３３は、第２記憶部４８に記憶されている人事情報のデータのうち、
選択された表示情報に対応する情報を抽出する。
【００３７】
　第２通信制御部１３２は、人事情報抽出部１３３により抽出された人事情報のデータを
第２通信部４９を介して地図情報サーバ３に送信するような制御を行う。
【００３８】
　第２記憶部４８においては、人事情報のデータ又はその元になるデータが記憶されてい
る。
　図９は、第２記憶部４８に記憶される人事情報データのデータ構造の一例を示す模式図
である。
　図９に示すように、人事情報データは、例えば、事業部毎に管理され、事業部に所属す
る社員の「氏名」、「所属」、「分析項目」等の項目のデータが記憶されている。「分析
項目」には、例えば、「変革志向」、「行動力」、「果敢性」、「ＴＯＥＩＣ」、「やる
気」、「健康」等を数値化したデータが記憶されている。なお、人事情報データは、上記
の例に限られず、「資格」、「役職」、「職責」、「職掌」、「職歴」、「能力」、「キ
ャラクタ」、「モチベーション」等の評価等により数値化可能な種々の人事情報を扱うこ
とができる。
【００３９】
　また、合成地図情報表示処理の実行が制御される場合には、地図情報サーバ３の第３Ｃ
ＰＵ７１においては、図８に示すように、地図情報抽出部１５１と、合成地図情報生成部
１５２と、第３通信制御部１５３と、が機能する。
【００４０】
　地図情報抽出部１５１は、第３記憶部７８に記憶されている地図情報のデータから所定
の倍率の地図情報を抽出する。
　合成地図情報生成部１５２は、地図情報抽出部１５１により抽出された地図情報のデー
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タと、人事情報サーバ２から送信され、第３通信部７９を介して取得した人事情報のデー
タとを合成し、合成地図情報データを生成する。
　第３通信制御部１５３は、合成地図情報生成部１５２により生成された合成地図情報の
データを第３通信部７９を介して、人事情報表示装置１に送信するような制御を行う。
【００４１】
　図１０は、合成地図情報の表示の一例を示す模式図である。
　図１０に示すように、合成地図情報は、所定の倍率において示した地図情報の上に、人
事情報がグラフ化されて重畳されたものである。図１０の例の表示倍率では、日本を中心
として日本周辺を含む地図情報に基づく合成地図情報が表示されている。
【００４２】
　合成地図情報の左側の上方には、当該合成地図情報の表示倍率の変更を行うための表示
倍率変更バーＲ１が配置されている。この表示倍率変更バーＲ１には、スライドアイコン
があり、ユーザが当該スライドアイコンをスライド操作することで、表示倍率の変更、即
ち、合成地図情報の拡大又は縮小を行うことができる。具体的な操作としては、ユーザは
、スライドアイコンをマイナス（－）側に移動させることで、拡大倍率が低くなるように
、即ち、合成地図情報を縮小表示させるようにすることができる。また、ユーザは、スラ
イドアイコンをプラス（＋）側に移動させることで、拡大倍率が高くなるように、即ち、
合成地図情報を拡大表示させるようにすることができる。拡大後又は縮小後の合成地図情
報については、後述する。
【００４３】
　合成地図情報の右側には、ステータス表示メニューＲ２が配置されている。ステータス
表示メニューＲ２は、後述する人事情報グラフＲ５に反映させる項目等を事後的に変更す
る等場合に用いて好適な、各種ステータスを表示させるメニューである。
　ステータス表示メニューＲ２は、複数の大項目毎にタグ表示されており、このような大
項目として、図１０の例では、「分析項目」、「分析グループ」、「人事構成」、「スキ
ル分析」の項目が設けられている。そして、図１０の例では、「分析項目」の変更や確認
が可能なように、「分析項目」のタグメニューが最前面に表示されている。
　１つのタグメニューには、それに対応する大項目に属する複数の小項目が、チェックボ
ックスと共に表示される。即ち、ユーザは、チェックボックスのチェックを付けたり外す
ことによって、後述する人事情報グラフＲ５に反映させるか否かを小項目単位で変更する
ことが容易に可能になる。例えば、図１０の例では、「分析項目」の大項目に属する小項
目のうち、カーソルが指し示す「行動力」の小項目については、チェックボックスにチェ
ックが入っているため、後述する人事情報グラフＲ５にも「行動力」の項目のグラフ表示
がなされている。仮に、後述する人事情報グラフＲ５において「行動力」の項目のグラフ
表示が不要の場合には、ユーザは、「行動力」の小項目のチェックボックスから、チェッ
クを外せばよい。
【００４４】
　合成地図情報の右下には、合成地図情報の全体のうちの現在の表示領域を縮小して示す
縮小表示領域Ｒ３が配置されている。即ち、この縮小表示領域Ｒ３のうち、枠線（実線）
により囲まれた領域が現在画面全体に表示されている領域を示す。
【００４５】
　イメージアイコンＲ４は、合成地図情報の地図情報に対して重畳された人事情報の母集
団の存在場所又は属する組織を示しており、人事情報の配置位置を視認しやすいように、
当該存在場所や組織の内容を認識しやすい形態で表示されるものである。
【００４６】
　図１０の例では、合成地図情報に含まれる地図情報は、日本国の地図を示すものである
ため、イメージアイコンＲ４としては、日本国内の営業所をビルの絵により模式的に表わ
したアイコン、即ち「東北営業所」、「本社」、「近畿営業所」を示すアイコンが採用さ
れている。さらに、イメージアイコンＲ４としては、世界中の各国の従業員等を母集団と
することを示すアイコンとしては、国旗を模式的に表わしたアイコンが採用されている。



(11) JP 5803216 B2 2015.11.4

10

20

30

40

50

　また、本例では、イメージアイコンＲ４と共に、人事情報の名称（どの母集団の情報な
のかを示す名称）を示す文字列も表示される。具体的には、「東北営業所」、「本社」、
「近畿営業所」、「日本」の名称を示す文字列が、イメージアイコンＲ４の近傍に表示さ
れている。
【００４７】
　なお、イメージアイコンＲ４は、図１０の例に特に限定されず、人事情報を用いる会社
内の位置づけ、人事情報における値の高さ、事業規模等の違いにより、例えば、大きさ、
色、模様、若しくは形状又はこれらの組合せ等を適宜変更してもよい。例えば図１０の例
の場合は、イメージアイコンＲ４のうち、事業部の位置づけとして本社を示すものは大き
く表示し、他の営業所を示すものは本社よりも小さく表示するようにしている。このよう
にイメージアイコンＲ４を自在に構成することで、視覚的に人事情報等を認識しやすくな
る。
【００４８】
　人事情報グラフＲ５は、選択された項目に対応する人事情報がグラフ化されたものであ
る。図１０の例では、人事情報グラフＲ５として、具体的には、「東北営業所」、「本社
」、「近畿営業所」等の各営業所を母集団とした場合の各人事情報をそれぞれ示すものと
、日本国の全営業所をまとめた「日本」を母集団とした場合の人事情報を示すものとが表
示されている。
【００４９】
　このような図１０の例の合成地図情報が表示されている状態で、ユーザが、表示倍率変
更バーＲ１のスライドアイコンをマイナス（－）側に移動させると、図１１に示すような
縮小表示された合成地図情報が表示される。
【００５０】
　図１１は、図１０の表示倍率の合成地図情報を縮小した場合における合成地図情報の表
示の一例を示す模式図である。
　図１０の例では、日本周辺を示す倍率での合成地図情報が表示されていたが、図１１の
例では図１０の例よりも縮小表示されており、具体的には全世界を示す程度の拡大倍率で
合成地図情報が表示されている。
　図１１の例では、地図情報として世界地図が表示されると共に、当該地図情報に重畳さ
れる人事情報として、「ヨーロッパ」の本社、「アメリカ」の本社、「日本」の本社の各
々を母集団とした場合における各人事情報が表示されている。即ち、「ヨーロッパ」の本
社、「アメリカ」の本社、「日本」の本社の各々について、イメージアイコンＲ４及び人
事情報グラフＲ５がそれぞれ表示されている。
【００５１】
　これに対して、図１０の例の合成地図情報が表示されている状態で、ユーザが、所定の
営業所を示すイメージアイコンＲ４を中心点又は基準点に設定し（中心点ならば、地図表
示自体をスクロール表示して、所定の営業所を画面中心にし）、表示倍率変更バーＲ１の
スライドアイコンをプラス（＋）側に移動させると、今度は、図１２に示すように、当該
所定の営業所において拡大表示された合成地図情報が表示される。
【００５２】
　ここで、注目すべき点は、図１０の例の地図情報は日本周辺の「地図」であったものが
、図１２の例の地図情報は、当該所定の営業所に関する本来の意の「地図」そのものでは
なく、当該所定の営業所に関する組織図であるという点である。
　しかしながら、この組織図は、２次元平面或いは２次元画像という視点に立つと、所定
の１点は、２次元座標を用いて一意に特定することが可能であり、地図情報の一形態とみ
なすことが可能である。即ち、組織図とは、各セクション（事業部、部、及び課等）或い
は各セクションに属する人を示すシンボルや文字列を所定の対象とするならば、上述した
「所定の２次元平面に存在する対象について基準点からの相対的な位置座標を定義可能な
情報」になり、地図情報の一形態とみなすことが可能である。
【００５３】
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　このように、地図情報の概念を拡大することによって、本来の意の「地図」を拡大又は
縮小するために従来用いられていた表示倍率変更バーＲ１のスライドアイコンを、本来の
意の「地図」の情報と、それとは別の組織図のような２次元平面（２次元画像）の情報と
の画面切替用のＧＵＩ（Ｇｒａｐｈｉｃａｌ　Ｕｓｅｒ　Ｉｎｔｅｒｆａｃｅ）として採
用することができる。即ち、ユーザは、表示倍率変更バーＲ１のスライドアイコンを操作
するだけで、本来の意の「地図」の情報と、それとは別の組織図のような２次元平面（２
次元画像）の情報との画面切替を、違和感なくシームレスに行うことが可能になる。
【００５４】
　また、第一事業部、営業部、開発部、営業一課・・・設計二課等に所属する各人物の顔
画像がイメージアイコンＲ４として表示される。
【００５５】
　このように、図１２の例の合成地図情報の拡大率、即ち、表示倍率変更バーＲ１のスラ
イドアイコンのレベル（階層）が、所定の営業所のみが画面表示される程度のレベルであ
ると把握するならば、図１３に示すように、当該所定の営業所内の座席レイアウトを地図
情報として表示させることができる。
【００５６】
　図１３は、図１０の表示倍率の合成地図情報を拡大した場合であって、図１２と同一倍
率における合成地図情報の表示の例であって、図１２とは異なる例を示す模式図である。
　なお、図１３においては、説明の便宜上、人事情報グラフＲ５は、図示が省略されてい
るが、実際には、４つの机の集合体（１つの課に相当）の付近に表示されることになる。
【００５７】
　図１２の例では、組織図を地図情報と拡大解釈した例であったのに対して、図１３の例
では、座席レイアウトといった、本来の意味の「地図」の一種とも把握できるものが地図
情報として採用されている。
　この場合、図示はしないが、例えば、図１２と図１３の各々の例の合成地図情報におい
て、一方から他方へ切り替えるソフトウェアボタン等を配置させることで、ユーザは、当
該ソフトウェアボタンを押下操作するだけで、同一拡大率（同一階層）であるが、本来の
意の「地図」の情報と、それとは別の組織図のような２次元平面（２次元画像）の情報と
の画面切替を、違和感なくシームレスに行うことが可能になる。
　また、営業一課の島・・・設計二課の島において、各机に表示される各人物の顔画像は
、イメージアイコンＲ４である。
【００５８】
　このような図１３の例の合成地図情報が表示されている状態で、ユーザが、所定の人物
の顔を示すイメージアイコンＲ４を中心点又は基準点に設定し（中心点ならば、地図表示
自体をスクロール表示して、所定の営業所を画面中心にし）、表示倍率変更バーＲ１のス
ライドアイコンをプラス（＋）側に移動させると、今度は、図１４に示すように、所定の
人物といった個人レベルで拡大表示された合成地図情報が表示される。
【００５９】
　図１４は、図１２又は図１３の表示倍率の合成地図情報を拡大した場合における合成地
図情報の表示の一例を示す模式図である。
　ここでは、人物（個人）が最小の単位であり、１点とみなす。このようにみなすことで
、図１４の例の合成地図情報とは、１点を拡大した画面全体が地図情報（それ以上移動で
きない点を示す情報）であり、当該画面全体（地図上）の上に、表形式の人事情報が重畳
的に合成されたものであると把握することができる。即ち、図１４の例の人事情報とは、
各社員の個人レベルの人事情報であり、その詳細な数値が表形式で表示される。本例では
、具体的には、「社員番号」、「氏名」、「年齢」、「入社年月日」、「勤続年数」、「
所属」、「職種」、「分野」、「職歴」に係る「異動年月日」・「職種」・「分野」、「
考課歴」に係る年度別「２００７年度」乃至「２００８年度」における「上半期」・「下
半期」・「通年」の評価値、社員のイメージ画像及び人事情報グラフが表示されている。
【００６０】
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　次に、第１出力部１７に表示される合成地図情報の他の表示例について図１５及び１６
を用いて説明する。図１５は、第１出力部１７に表示される選択表示画面の一例を示して
いる。図１６は、第１出力部１７に表示される合成地図情報の他の表示の一例を示してい
る。
【００６１】
　本実施形態においては、第１出力部１７において、図１５に示すように、表示対象の事
業所の選択が可能な選択画面が表示される。ユーザは、第１入力部１６を用いて、第１出
力部１７に表示される事業所の選択画面のうち、表示対象として所望の＜位置情報選択＞
（詳細には、「社員自宅」、「社員実家」、「社員出身地」、「社員本拠地」、「社員出
身大学」、「社員出身高校」のうちの１以上）に対応するチェックボタン、＜分析条件選
択＞（詳細には、「５ｋｍ」、「１０ｋｍ」、「１５ｋｍ」、「２０ｋｍ」、「２５ｋｍ
」）に対応するラジオボタン、＜分析項目選択＞（詳細には、「変革志向」、「統率力」
、「行動力」、「社交性」、「やる気」、「対ストレス」、「知的適用」、「ＴＯＥＩＣ
」、「フランス語」「中国語」のうちの１以上）に対応するチェックボタンを選択する操
作をし、ソフトウェアボタン「ＯＫ」を押下操作することで、表示対象の事業所等が決定
される。
　これにより、人事情報表示システムＳにおいては、表示対象として決定された事業所と
の関係における人事情報を重畳表示させる合成地図情報上の位置が確定される。
【００６２】
　図１６に示すように、所定の場所を中心とした各社員の自宅等の位置関係を示している
。本例では、本社のイメージアイコンを中心として各社員の自宅のイメージアイコンＲ４
が表示されている。また、所定の距離毎に本社から１０ｋｍ毎に領域分けが行われる。そ
して、領域毎に、領域に属する社員の人事情報グラフが表示される。
【００６３】
　人事情報表示システムＳにおいては、図１６に示すような表示を用いて、例えば、モチ
ベーションが低下している社員の異動を検討することができる。
　具体的には、人事情報表示システムＳにおいては、表示させる人事情報としてモチベー
ションの項目を指定して、人事情報グラフを含めて合成地図情報を表示させる。そして、
所定の値よりも低いモチベーションの社員をピックアップして、当該社員の配置換えを検
討する。この際、ピックアップされた社員の能力や通勤距離等を考慮して、配置換えを行
えば、配置換えにより属することになる事業部の人的損失を最小限に抑えた人事異動案を
作成することができる。
【００６４】
　また、人事情報表示システムＳにおいては、事業部の人事情報グラフを基にして、不足
している人材を補填する人事異動案を作成することができる。この際、社員が対応する事
業部との位置関係（自宅、実家、家族居住先、出身校、過去に暮らした場所等）を考慮し
て、より効率的な人員配置が可能な人事異動案を作成することができる。また、事業部と
の単なる直線的な位置関係だけではなく、事業部までの通勤経路（通勤手段を考慮した移
動経路等）を加味することができる。
【００６５】
　これにより、人事情報表示システムＳにおいては、人事情報に基づいて、中心となる事
業部との関係における人事評価を行うことができる。
　したがって、人事情報を視覚的に把握しやすく、かつ、人事情報を多視点で認識するこ
とができる。
【００６６】
　図１７は、図１の人事情報表示システムＳにより実行される人事情報表示処理の流れを
示すフローチャートである。
　なお、人事情報表示処理は、選択画面表示処理と、合成地図情報表示処理とに大別され
る。即ち、図１７に示すように、ステップＳ１乃至５の処理が、選択画面表示処理に係る
処理であり、図１の人事情報表示システムＳは図５の機能的構成により動作する。一方、
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ステップＳ６乃至９の処理が、合成地図情報表示処理に係る処理であり、図１の人事情報
表示システムＳは図８の機能的構成により動作する。
【００６７】
　人事情報表示処理は、ユーザにより人事情報表示装置１の第１入力部１６に対して所定
の操作がなされたことを契機に開始される。
【００６８】
　ステップＳ１において、人事情報表示装置１の第１通信制御部１１２は、人事情報サー
バ２へアクセスする。
　具体的には、入力操作検出部１１１による選択画面の表示操作の検出を受けて、第１通
信制御部１１２は、第１通信部１９を介して、人事情報サーバ２に対して、選択画面のデ
ータの提供を要求することによってアクセスする。
　すると、人事情報サーバ２の選択画面生成部１３１は、第２記憶部４８に記憶されたデ
ータに基づいて、事業所の選択画面のデータを生成する。当該選択画面のデータが、第２
通信制御部１３２の制御により人事情報サーバ２から送信され、人事情報表示装置１のデ
ータ取得部１１３により取得されると、処理はステップＳ２に進む。
【００６９】
　ステップＳ２において、出力制御部１１４は、データ取得部１１３により取得された事
業所に係る選択画面のデータを、第１出力部１７から表示出力させる。詳細には、具体的
には、選択画面生成部１３１は、第２記憶部４８から、表示情報に係る選択画面データを
抽出して、選択画面に供するデータを生成する。そして、データ取得部１１３により生成
されたデータを取得する。
【００７０】
　ステップＳ３において入力操作検出部１１１は、ユーザの第１入力部１６に対する操作
に基づいて、表示対象の事業所を選択する。
　具体的には例えば、図６に示す事業所の選択画面において「東京本社」のラジオボタン
の選択操作がなされ、ソフトウェアボタン「ＯＫ」の押下操作がなされて、事業所として
「東京本社」が選択されたものとする。
【００７１】
　ステップＳ４において、出力制御部１１４は、データ取得部１１３により取得された表
示情報に係る選択画面のデータを、第１出力部１７から表示出力させる。詳細には、具体
的には、選択画面生成部１３１は、第２記憶部４８から、表示情報に係る選択画面データ
を抽出して、選択画面に供するデータを生成する。そして、データ取得部１１３により生
成されたデータを取得する。
【００７２】
　ステップＳ５において、入力操作検出部１１１は、ユーザの第１入力部１６に対する操
作に基づいて、表示情報を選択する。具体的には、例えば、第１入力部１６を介して行わ
れるユーザの操作により、図７に示す表示情報の選択画面において、所望の人事情報の項
目が選択される。本実施形態においては、所望の人事情報の項目として、分析項目のうち
、「変革志向」、「行動力」、「社交性」、「統率力」、「対ストレス性」、「知的適応
性」、「ＴＯＥＩＣ」及び「やる気」のチェックボックスが選択（チェック）される。
【００７３】
　ステップＳ６において、第２通信制御部１３２は、人事情報を出力する。具体的には、
選択された項目に基づいて、人事情報抽出部１３３が第２記憶部４８から対応する人事情
報を抽出する。そして、第２通信制御部１３２は、第２通信部４９を介して、抽出した人
事情報を地図情報サーバ３に送信する。
【００７４】
　ステップＳ７において、合成地図情報生成部１５２は、地図情報と人事情報とを合成し
、合成地図情報を生成する。具体的には、合成地図情報生成部１５２は、第３通信部７９
を介して、抽出された人事情報のデータと、地図情報データとを重畳的に合成して、図１
０に示すような合成地図情報のデータを生成する。
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【００７５】
　ステップＳ８において、第３通信制御部１５３は、合成地図情報を出力する。詳細には
、第３通信制御部１５３は、生成された合成地図情報のデータを、第３通信部７９を介し
て、人事情報表示装置１に送信する。
【００７６】
　ステップＳ９において、出力制御部１１４は、データ取得部１１３により取得された合
成地図情報のデータを、第１出力部１７から表示出力させる。詳細には、第１出力部１７
は、第１通信部１９を介して、図１０に示すような取得した合成地図情報のデータを表示
出力するように、出力制御部１１４により制御される。その後、処理は終了する。
【００７７】
　したがって、人事情報を視覚的に把握しやすく、かつ、人事情報を多視点で認識するこ
とができる。
【００７８】
　以上のように構成される人事情報表示装置１は、データ取得部１１３と、出力制御部１
１４と、を備える。
　データ取得部１１３は、地図の縮尺に応じて階層的に関連づけられている複数の地図情
報と、地図情報の地図の縮尺に対応し、地図情報における地図上の位置の人事に関する人
事情報と、を取得する。
　出力制御部１１４は、データ取得部１１３により取得された地図情報に対して、人事情
報を重畳させて表示出力する制御を実行する。
【００７９】
　したがって、人事情報を視覚的に把握しやすく、かつ、人事情報を多視点で認識するこ
とができる。
【００８０】
　また、人事情報表示装置１では、地図情報は、地図を示す画像情報と、所定の２次元平
面に存在する対象について基準点（事業所）からの相対的な位置座標を定義可能な座標情
報と、を含むように構成される。
　このため、人事情報表示装置１では、基準点となる事業所からの相対的な位置関係を人
事情報に絡めて把握できるために、人事評価を多面的に行うことができる。また、例えば
、社員の距離的な因子に起因する分析や異動の判断等に供することができる。
【００８１】
　また、人事情報表示装置１では、人事情報は、地図情報における地図上の位置の近傍に
合わせて表示される。したがって、ユーザは、地図上における人事情報に係る位置関係を
把握しやすくなる。
【００８２】
　また、人事情報表示装置１では、地図情報には、人事情報に対応する位置の構造物が模
式的に表示される。したがって、ユーザは、直感的に人事情報に対応する位置を把握しや
すくなる。
【００８３】
　また、人事情報表示装置１では、所定の地図の縮尺では、人事情報が優先的に表示され
る。したがって、ユーザは、所定の縮尺倍率において、地図情報ではなく人事情報が表示
されるために、シームレスに人事情報を把握することができる。
【００８４】
　なお、本発明は、上述の実施形態に限定されるものではなく、本発明の目的を達成でき
る範囲での変形、改良等は本発明に含まれるものである。
【００８５】
　上述の実施形態では、人事情報表示システムＳにおいては、第１出力部１７の表示に用
いる人事情報のデータ、地図情報のデータ、選択画面のデータを、人事情報表示装置１の
外部機器である人事情報サーバ２や地図情報サーバ３に記憶していたがこれに限られず、
種々の場所や形態で記憶させることができ、例えば、人事情報表示装置１の第１記憶部１
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８や第１リムーバブルメディア３１に記憶させておくこともできる。
【００８６】
　上述の実施形態では、人事情報表示システムＳにおいては、第１出力部１７に表示させ
る人事情報を、例えば、所定の倍率に対応した単位で集計した情報のデータを所定の単位
毎予め記憶したがこれに限られず、最小単位の値から要求に応じて逐次演算するように構
成してもよい。
【００８７】
　また、上述の実施形態では、属性情報として人事情報を一例として説明したがこれに限
られず、例えば、工場における生産量等の情報や天候（温度、湿度、天気、花粉量等）の
地理的な特性等の位置に属する定量的な情報や評価により定量的に扱えるような情報を用
いることができる。
【００８８】
　また、上述の実施形態では、本発明が適用される人事情報表示装置１は、デジタルカメ
ラを例として説明したが、特にこれに限定されない。
　例えば、本発明は、選択画面表示機能及び合成地図情報表示機能を有する電子機器一般
に適用することができる。具体的には、例えば、本発明は、ノート型のパーソナルコンピ
ュータ、プリンタ、テレビジョン受像機、ビデオカメラ、携帯型ナビゲーション装置、携
帯電話機、ポータブルゲーム機等に適用可能である。
【００８９】
　上述した一連の処理は、ハードウェアにより実行させることもできるし、ソフトウェア
により実行させることもできる。
　換言すると、図２の機能的構成は例示に過ぎず、特に限定されない。即ち、上述した一
連の処理を全体として実行できる機能が人事情報表示装置１に備えられていれば足り、こ
の機能を実現するためにどのような機能ブロックを用いるのかは特に図２の例に限定され
ない。
　また、１つの機能ブロックは、ハードウェア単体で構成してもよいし、ソフトウェア単
体で構成してもよいし、それらの組み合わせで構成してもよい。
【００９０】
　一連の処理をソフトウェアにより実行させる場合には、そのソフトウェアを構成するプ
ログラムが、コンピュータ等にネットワークや記録媒体からインストールされる。
　コンピュータは、専用のハードウェアに組み込まれているコンピュータであってもよい
。また、コンピュータは、各種のプログラムをインストールすることで、各種の機能を実
行することが可能なコンピュータ、例えば汎用のパーソナルコンピュータであってもよい
。
【００９１】
　このようなプログラムを含む記録媒体は、ユーザにプログラムを提供するために装置本
体とは別に配布される図２乃至４の第１乃至３リムーバブルメディア３１、６１、９１に
より構成されるだけでなく、装置本体に予め組み込まれた状態でユーザに提供される記録
媒体等で構成される。図２乃至４の第１乃至３リムーバブルメディア３１、６１、９１は
、例えば、磁気ディスク（フロッピディスクを含む）、光ディスク、又は光磁気ディスク
等により構成される。光ディスクは、例えば、ＣＤ－ＲＯＭ（Ｃｏｍｐａｃｔ　Ｄｉｓｋ
－Ｒｅａｄ　Ｏｎｌｙ　Ｍｅｍｏｒｙ），ＤＶＤ（Ｄｉｇｉｔａｌ　Ｖｅｒｓａｔｉｌｅ
　Ｄｉｓｋ）等により構成される。光磁気ディスクは、ＭＤ（Ｍｉｎｉ－Ｄｉｓｋ）等に
より構成される。また、装置本体に予め組み込まれた状態でユーザに提供される記録媒体
は、例えば、プログラムが記録されている図２乃至４の第１乃至第３ＲＯＭ１２、４２、
７２や、図２乃至４の第１乃至第３記憶部１８、４８、７８に含まれるハードディスク等
で構成される。
【００９２】
　なお、本明細書において、記録媒体に記録されるプログラムを記述するステップは、そ
の順序に沿って時系列的に行われる処理はもちろん、必ずしも時系列的に処理されなくと
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も、並列的或いは個別に実行される処理をも含むものである。
　また、本明細書において、システムの用語は、複数の装置や複数の手段などより構成さ
れる全体的な装置を意味するものとする。
【００９３】
　以上、本発明のいくつかの実施形態について説明したが、これらの実施形態は、例示に
過ぎず、本発明の技術的範囲を限定するものではない。本発明はその他の様々な実施形態
を取ることが可能であり、さらに、本発明の要旨を逸脱しない範囲で、省略や置換等種々
の変更を行うことができる。これら実施形態やその変形は、本明細書等に記載された発明
の範囲や要旨に含まれると共に、特許請求の範囲に記載された発明とその均等の範囲に含
まれる。
【００９４】
　以下に、本願の出願当初の特許請求の範囲に記載された発明を付記する。
［付記１］
　地図の縮尺に応じて階層的に関連づけられている複数の地図情報と、前記地図情報の前
記地図の縮尺に対応し、前記地図情報における地図上の位置の属性に関する属性情報と、
を取得する情報取得手段と、
　前記情報取得手段により取得された前記地図情報に対して、前記属性情報を重畳させて
表示出力する制御を実行する出力制御手段と、
　を備えることを特徴とする情報処理装置。
［付記２］
　前記地図情報は、地図を示す第１情報と、所定の２次元平面に存在する対象について基
準点からの相対的な位置座標を定義可能な第２情報と、を含む、
　ことを特徴とする付記１に記載の情報処理装置。
［付記３］
　前記属性情報は、前記地図情報における地図上の位置の近傍に合わせて表示されること
を特徴とする付記１に記載の情報表示装置。
［付記４］
　前記地図情報には、前記属性情報に対応する位置の構造物が模式的に表示されることを
特徴とする付記１又は２に記載の情報処理装置。
［付記５］
　所定の前記地図の縮尺では、前記属性情報が優先的に表示されることを特徴とする付記
１乃至３のいずれか１項に記載の情報処理装置。
［付記６］
　前記属性情報は、人事情報であることを特徴とする付記１乃至４のいずれか１項に記載
の情報処理装置。
［付記７］
　情報処理装置が実行する情報処理方法であって、
　地図の縮尺に応じて階層的に関連づけられている複数の地図情報と、前記地図情報の前
記地図の縮尺に対応し、前記地図情報における地図上の位置の属性に関する属性情報と、
を取得する情報取得ステップと、
　前記情報取得ステップの処理から取得した前記地図情報及び前記属性情報を共に表示出
力する出力ステップと、
　前記地図の縮尺を変更する縮尺変更命令に応じて、前記地図の縮尺に対応する前記地図
情報と、当該地図情報に対応する前記属性情報とを共に表示出力するように前記出力ステ
ップを制御する出力制御ステップと、
　を含むことを特徴とする情報処理方法。
［付記８］
　コンピュータを、
　地図の縮尺に応じて階層的に関連づけられている複数の地図情報と、前記地図情報の前
記地図の縮尺に対応し、前記地図情報における地図上の位置の属性に関する属性情報と、
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を取得する情報取得手段、
　前記情報取得手段の処理から取得した前記地図情報及び前記属性情報を共に表示出力す
る出力手段、
　前記地図の縮尺を変更する縮尺変更命令に応じて、前記地図の縮尺に対応する前記地図
情報と、当該地図情報に対応する前記属性情報とを共に表示出力するように前記出力手段
を制御する出力制御手段、
　として機能させることを特徴とするプログラム。
【符号の説明】
【００９５】
　１・・・人事情報表示装置，２・・・人事情報サーバ，３・・・地図情報サーバ，４・
・・ネットワーク，１１・・・第１ＣＰＵ，１２・・・第１ＲＯＭ，１３・・・第１ＲＡ
Ｍ，１４・・・第１バス，１５・・・第１入出力インターフェース，１６・・・第１入力
部，１７・・・第１出力部，１８・・・第１記憶部，１９・・・第１通信部，２０・・・
第１ドライブ，３１・・・第１リムーバブルメディア，４１・・・第２ＣＰＵ，４２・・
・第２ＲＯＭ，４３・・・第２ＲＡＭ，４４・・・第２バス，４５・・・第２入出力イン
ターフェース，４６・・・第２入力部，４７・・・第２出力部，４８・・・第２記憶部，
４９・・・第２通信部，５０・・・第２ドライブ，６１・・・第２リムーバブルメディア
，７１・・・第３ＣＰＵ，７２・・・第３ＲＯＭ，７３・・・第３ＲＡＭ，７４・・・第
３バス，７５・・・第３入出力インターフェース，７６・・・第３入力部，７７・・・第
３出力部，７８・・・第３記憶部，７９・・・第３通信部，８０・・・第３ドライブ，９
１・・・第３リムーバブルメディア，１１１・・・入力操作検出部，１１２・・・第１通
信制御部，１１３・・・データ取得部，１１４・・・出力制御部，１３１・・・選択画面
生成部，１３２・・・第２通信制御部，１３３・・・人事情報抽出部，１５１・・・地図
情報抽出部，１５２・・・合成地図情報生成部，１５３・・・第３通信制御部，Ｓ・・・
人事情報表示システム
【図１】 【図２】
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【図１３】 【図１４】
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